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1 施策の体系

第３章　計画の内容

一人ひとりの人権が尊重され
  ○多様な生き方が選択でき，個性や能力が発揮できる社会づくり
  ○誰もが安心して暮らすことができる社会づくり

基本目標

①男女共同参画の推進に関する施策の総合的・計画的実施

②県民の意見を反映させた男女共同参画関連施策の策定・実施

③社会的性別(ジェンダー )に配慮した相談体制の充実

１男女共同参画
社会の形成を
阻害する社会
制度・慣行の
見直し，意識
の改革

①広報活動を通じた男女共同参画に関する普及・啓発

②男女共同参画の理解を深めるための普及・啓発と情報提供

③県及び市町村職員の男女共同参画に関する理解促進

⑵広報・啓発活動を通
じた男女共同参画に
ついての理解促進

①男女共同参画の現状等に関する情報等の収集・提供

②調査や統計における男女別等統計（ジェンダー統計）の充実

⑶男女共同参画に関す
る調査研究，情報収
集・提供の充実

①メディアに対する男女の人権に配慮した表現等の要請

②公的広報・出版物等における男女共同参画の視点に立った表
現への配慮

③メディア・リテラシーの向上のための取組

⑷メディアにおける男
女共同参画の推進と
メディア・リテラシー
の向上

①教育関係者が男女共同参画を正しく理解するための研修等の
取組の促進

②学校教育活動全体を通した人権尊重と男女平等を推進する取
組の充実

⑴学校等における人権
尊重と男女平等を推
進する教育の充実２男女共同参画

を正しく理解
し，社会のあ
らゆる分野に
おいて推進す
る教育・学習
の充実

①地域社会における男女共同参画に関する学習機会の提供

②社会教育における男女共同参画に関する教育・学習の推進

③男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進と相談体制の充実

⑵家庭や地域における
男女共同参画の理解
促進

①男女共同参画の視点に立った総合的なキャリア教育の推進と
進路・就職指導の充実

②生涯にわたる学習機会の充実と能力開発の促進

⑶多様な選択を可能に
する教育及び能力開
発・学習機会の充実

重点目標 施策の方向 施　策　の　概　要

⑴男女共同参画の視点
に立った制度や慣行
の見直し
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第３章　計画の内容

①心身及びその健康についての正しい知識の普及と情報提供

②男女の身体的違いやニーズを踏まえた健康づくりの支援

③性別や男女のニーズに応じた医療，健（検）診及び相談の環境整備

④食育の推進

⑴生涯を通じた男女の
健康支援

３生涯を通じた
男女の健康の
保持・増進

①妊娠・出産期における健康管理の充実

②周産期医療や救急医療体制，小児医療体制の充実

③不妊治療に関する支援の充実

④性に関する正しい知識の普及

⑵妊娠・出産等に関する
健康支援と性に関す
る正しい理解の促進

①性感染症の予防から治療までの総合的対策の推進

②薬物乱用防止対策の推進

③喫煙・飲酒対策の推進

⑶性感染症，薬物乱用，
喫煙・飲酒対策の推進

①医療分野における女性の就業継続・再就業の支援

②医療関係者の仕事と生活の両立支援

⑷女性の医療関係者が
能力を発揮しやすい
環境の整備

①男女を問わずスポーツに親しむことができる環境整備

②スポーツ活動における女性の参画の拡大

⑸健康づくりのための
生涯にわたるスポー
ツ活動の推進

①暴力を容認しない意識の醸成と環境づくり

②子どもや若年層の間で起きる暴力を予防する啓発の推進

③暴力被害者の総合的支援体制の整備

④メディアにおける性・暴力表現への対応

⑴暴力の根絶に向けた
社会基盤づくり

４男女の人権を
侵害するあら
ゆる暴力の根
絶

①総合的施策の推進と関係機関・団体等との連携・協力体制の充実

②被害者の早期発見のための環境づくり

③被害者の安全の確保

④被害者の心身の健康回復と自立の支援

⑤相談員等の養成による相談体制の充実

⑥家庭内の暴力により心理的外傷を受けた子どもへの支援

⑦交際相手からの暴力への対応

⑧ストーカー行為等への厳正な対処等

⑵配偶者等からの暴力
の防止及び被害者支
援の推進

①性犯罪への適切な対処と性犯罪防止のための環境づくり

②被害者への支援・配慮

⑶性犯罪への対策の推
進

①被害を受けた子どもの早期発見・相談・支援

②児童ポルノ対策の推進

③児童買春対策の推進

⑷子どもに対する性的
な暴力の根絶に向け
た対策の推進

①売買春対策の推進

②人身取引対策の推進

⑸売買春・人身取引対
策の推進

①雇用の場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の促進

②教育の場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

③社会におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

⑹セクシュアル・ハラ
スメント防止対策の
推進

重点目標 施策の方向 施　策　の　概　要
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①ひとり親家庭等への経済的支援

②ひとり親家庭の母等の就業等自立の支援

⑴ひとり親家庭等への
支援

５生活上の困難
や課題に直面
する人々が安
心して暮らせ
る環境の整備

①若年期の自立支援

②暴力被害者の支援

③地域から孤立する可能性のある人への支援

⑵困難な状況に置かれ
た若者などの自立に
向けた支援

①子どもに対する虐待や性犯罪等の暴力の根絶

②暴力被害者である子どもの早期発見と適切な保護

③子どもが安心して生活できる環境づくり

④社会全体で子どもを支える取組の促進

⑺子どもが安心・安全に
暮らせる環境の整備

①高齢男女の就業促進と雇用の確保

②男女のニーズに配慮した高齢者の生活の自立支援

③男女の身体的特徴や性別に配慮した高齢者の医療・介護基盤の充実

⑶高齢者が安心して暮
らせる環境の整備

①障害のある男女のニーズに配慮した自立支援と生活環境の整備

②男女の身体的特徴や性別に配慮した障害者の医療・介護基盤の充実

⑷障害者が安心して暮
らせる環境の整備

①複合的な生活上の困難を抱える外国人の女性に対する支援⑸外国人が安心して暮
らせる環境の整備

①同和問題等人権問題の解決

②性的指向や性同一性障害等を理由として困難な状況に置かれ
ている人々への支援

⑹その他複合的に困難
な状況に置かれてい
る人々の支援

①防災分野の政策・方針決定過程や防災の現場における女性の
参画拡大

②男女共同参画の視点を踏まえた防災・災害対応

③女性，高齢者，外国人等にも配慮した防災教育及び防災情報
提供の促進

⑻災害により困難に直
面する男女のニーズ
への配慮と女性の参
画拡大による防災・
災害復興対策の推進

①県の審議会等委員への女性の登用推進

②市町村の審議会等委員への女性の登用促進

③県における女性の職員の登用等の推進

④市町村における女性の職員の登用等に関する助言

⑤県政推進における女性の意見の反映

⑴行政分野における女
性の参画の拡大

①公立学校の教職員における女性の登用推進⑵教育分野における女
性の参画の拡大

①企業における女性の参画の促進

②仕事と生活の調和の促進

⑶雇用分野における女
性の参画の拡大

①農林水産業分野における女性の登用促進

②商工業分野における女性の登用促進

⑷農林水産業・商工業等
自営業の分野におけ
る女性の参画の拡大

①各種機関，団体，組織等における女性の参画促進⑸その他の分野におけ
る女性の参画の拡大

①政治・行政分野における女性の人材の育成
②地域社会における女性の人材の育成
③農林水産業分野における女性の人材の育成
④国際交流・協力を通じた女性の人材の育成
⑤女性の人材情報の収集・整備

⑹女性の人材育成及び
人材情報の整備

重点目標 施策の方向 施　策　の　概　要

６政策・方針決
定過程への女
性の参画の拡
大
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第３章　計画の内容

①雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保及び非正
規労働者の雇用環境の整備促進のための関係法令や諸制度の
普及・啓発

②女性の就労問題の把握と情報提供

③セクシュアル・ハラスメント防止の取組促進

④雇用に関する各種相談への対応

⑴雇用の分野における
男女の均等な機会と
待遇の確保

７男女ともに能
力を発揮でき
る就業環境の
整備の促進

①農林水産業分野における就業環境の整備及び女性の経営参画
の拡大と人材育成

②商工業等自営業分野における就業環境の整備及び女性の経営
参画の拡大と人材育成

⑵農林水産業・商工業
等自営業の分野にお
ける就業環境の整備
及び女性の経営参画
の促進

①就業継続や再就職の支援

②職業能力開発等の支援

③起業に対する支援

④新規就業に対する支援

⑶女性の能力発揮のた
めの支援

①仕事と生活の調和に関する意識啓発の推進

②就業の場における仕事と家庭の両立支援の取組の促進

③仕事と子育てや介護との両立のための制度等の普及，定着促進

⑴仕事と生活の調和を
図るための社会的気
運の醸成と環境整備

８仕事と生活の
調和を図るた
めの環境づく
りの促進

①多様化するニーズに対応した保育・介護サービスの充実

②子育て支援拠点施設等の整備

③地域住民等の力を活用した子育て・介護環境の整備

④子育て・介護のための生活環境の整備

⑵多様なライフスタイ
ルに対応した子育て
や介護の支援

①鹿児島県男女共同参画センターの機能の充実

②男女共同参画の推進役となる人材の育成・支援

③市町村やNPO等との連携，協働

⑴地域における男女共
同参画推進の基盤づ
くり９男女共同参画

の視点に立っ
た地域づくり
活動の推進

①地域づくり活動における男女共同参画の視点の導入と女性の
参画拡大

②男女共同参画の視点に立った高齢男女の社会参加の促進

③男女共同参画の視点に立った安全・安心なまちづくりの推進

④男女共同参画の視点に立った観光，国際交流，環境等分野の
取組の推進

⑵男女共同参画の視点
に立った地域コミュ
ニティ活動等様々な
地域づくり活動の促
進

重点目標 施策の方向 施　策　の　概　要
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［現状と課題］

　社会の制度や慣行は，それぞれの目的や経緯を持って形成されてきたものではありますが，

その中には，男女共同参画の視点から見た場合，明示的に性別による区分を設けていなくて

も，男女の置かれている立場の違いなどを反映して，結果的に男女に中立に機能しないこと

により，個人の生き方を制約したり，個性や能力の発揮を妨げ，本来尊重されるべき性別

にかかわらない多様な生き方の選択を阻害し，男女共同参画社会＊の形成を阻害する要因と

なっているものがあります。

　このような制度や慣行は，多くが固定的な性別役割分担に基づき形成されており，暮らし

の隅々に関わっていることから，人々の意識に大きな影響を及ぼしています。 

　平成 23 年に実施した県民意識調査によると，「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」と

いう固定的性別役割分担意識＊は依然として根強く，女性より男性の方が，若い世代より高齢世代

の方が，その傾向が強くなっています。その一方，社会通念，慣習・しきたりなどで，多くの人が，

男性の方が優遇されていると感じており，依然として男女の地位の不平等感が存在します。

　このようなことから，県民生活を支える県のあらゆる施策や人々の活動の場である家庭・

職場，学校，地域等における慣行について，固定的性別役割分担意識を助長したり，性別に

より機会の不平等をもたらすものではないか等を点検し，見直しを進める必要があります。

　また，男女共同参画の視点から見直されるべき社会制度や慣行への気づきとその見直しに

向けた主体的な行動が県民の中で広がるよう，男女共同参画社会の形成に必要な知識の普及

を図るため，積極的な広報・啓発を推進する必要があります。

男女共同参画社会の形成を阻害する
社会制度・慣行の見直し，意識の改革

重点目標

１

2 重点目標別施策の方向と概要

0 20 40 60 80 100

70歳以上

60代

50代

40代

30代

20代

総数

100 80 60 40 20 0

【男性】【女性】
賛　成 どちらかと言えば賛成 無回答 どちらかといえば反対 反　対

12.09.6 45.039.915.1 32.0
3.4

4.435.325.0 33.8
1.5

6.533.317.4 40.6
2.2

5.039.021.4 32.7
1.9

7.435.319.6 34.8
2.9

10.343.910.3 33.6
1.8

17.145.97.7 22.0 7.3

26.3 14.2
2.6

2.0
27.5 39.2 25.55.9

12.9 32.9 27.1 24.7

17.9

2.4

7.5 37.7 35.8
0.9

13.910.9 50.3 24.2
0.6

11.711.2 43.1 29.84.3

6.918.6 56.4 15.4
2.7

（%）（%）

● 「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」という考え方について〔本県〕

資料：「平成 23 年度鹿児島の男女の意識に関する調査」
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第３章　計画の内容

⑴ 男女共同参画の視点に立った制度や慣行の見直し
　家庭，職場，学校，地域等における社会制度や慣行のうち，男女の社会における活動の選択

に中立的でない影響を及ぼすものについて，見直しを促進します。

　また，性別による差別的な取扱いや性別に起因する人権侵害等により男女共同参画社会の形

成を阻害するおそれのある県の施策については，迅速かつ適切な見直しを行います。

①男女共同参画の推進に関する施策の総合的・計画的実施

　県が実施する男女共同参画の推進に関する施策について，毎年度，男女共同参画の視点を

踏まえた進行管理を行い，必要に応じた見直しを行います。

②県民の意見を反映させた男女共同参画関連施策の策定・実施

　県が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画に影響を及ぼすと認めら

れる施策については，県民や民間団体からの申出制度の活用等により県民の意見を反映します。

③社会的性別（ジェンダー）に配慮した相談体制の充実

　社会的性別（ジェンダー＊）に起因する県民の様々な問題や悩みに対応するため，県男女共同

参画センター＊や県女性相談センター，県精神保健福祉センターをはじめ保健・医療・福祉分

野の相談窓口はもとより，教育や警察など様々な分野の相談窓口においても，男女共同参画

の視点を踏まえた相談対応の充実を図ります。

　その場合，男性が抱える固定的性別役割分担意識等社会的性別（ジェンダー）に起因する問

題や悩みにも対応できるようにします。

施策の方向と概要

0 20 40 60 80 100（%）

3.2

7.5

7.2

5.4

5.7

4.5

4.8

14.5

9.9

7.7

13.4

7.7

0.5

0.6

0.6

0.6

1.1

0.1

4.1

3.4

6.3

5.9

7.8

2.8

38.6

64.4

27.6

29.6

43.4

15.9

40.8

8.7

38.4

43.3

24.2

55.5

8.0

0.8

10.0

7.5

4.4

13.6

無回答わからない女性の方が
非常に優遇
されている

どちらかと
いえば女性
の方が優遇
されている

平等であるどちらかと
いえば男性
の方が優遇
されている

男性の方が
非常に優遇
されている

社会通念，慣習・
しきたりなどで

法律や制度で

地域社会の中で

職場の中で

学校教育の中で

家庭の中で 48.8%

9.5%

48.4%

50.8%

28.5%

69.1%

4.6%

4.0%

6.9%

6.5%

9.0%

2.8%

男性
優遇計

女性
優遇計

● 男女の地位の平等感〔本県〕

資料：「平成 23 年度鹿児島の男女の意識に関する調査」
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⑵ 広報・啓発活動を通じた男女共同参画についての理解促進
　男女共同参画社会の形成を阻害する固定的性別役割分担意識を解消し，男女共同参画に関す

る理解を深め，定着させるため，性別にかかわらずあらゆる年齢層に対して，様々な機会を

通じて，広報・啓発活動を展開します。

　その場合，特に，男性に対する積極的な働きかけを行い，男女共同参画社会は，多様な生き

方を尊重し，男性にとっても暮らしやすい社会であることの理解を促進するとともに，地域や

家庭への男性の主体的な参画を促進します。

①広報活動を通じた男女共同参画に関する普及・啓発

　「県政かわら版」をはじめ，テレビ，ラジオ，インターネット等多様な県政広報媒体を活

用し，男女共同参画社会形成のための普及啓発活動を展開します。

②男女共同参画の理解を深めるための普及・啓発と情報提供

　｢鹿児島県男女共同参画週間＊｣や「女性に対する暴力をなくす運動＊」，「人権週間」等の様々

な機会を捉え，男女共同参画の理解を深める普及啓発活動を展開するとともに，関連する情

報を積極的に提供します。

　また，それらの効果的な手法・手段の工夫を行います。

③県及び市町村職員の男女共同参画に関する理解促進

　県民生活に係る施策の策定・実施を担う県及び市町村職員の男女共同参画意識は，それら

の施策を通して本県における男女共同参画社会の形成に直接影響を及ぼすことから，全ての

県職員が男女共同参画について正しく理解するために研修を実施するとともに，市町村にお

ける職員研修の実施を支援します。

⑶ 男女共同参画に関する調査研究，情報収集・提供の充実
　男女共同参画社会の形成を促進するために，県や市町村が施策を策定したり，県民が活動を

展開する上で役立つ情報等を収集し，県の施策に反映させるとともに，市町村や県民に積極的

に提供します。

①男女共同参画の現状等に関する情報等の収集・提供

　男女共同参画に関する本県の現状を表す資料や県及び市町村の施策の実施状況等を取りま

とめて公表するほか，県男女共同参画センター等において，男女共同参画に関連する図書並

びに県内外の現状及び取組状況等が掲載された報告書や広報誌を収集し，市町村や県民に提

供します。

　また，県民の男女共同参画に関する意識と実態を把握するため，定期的に県民意識調査を

実施し，その結果を公表します。
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第３章　計画の内容

②調査や統計における男女別等統計（ジェンダー統計＊）の充実

　男女の置かれている状況を客観的に把握するため，統計情報は，可能な限り男女別・年代

別データを集計・分析し，施策に反映します。

⑷ メディアにおける男女共同参画の推進とメディア・リテラシーの向上
　一人ひとりの考え方や生き方の選択に影響を及ぼすものに，様々なメディアを通じて提供さ

れる膨大な情報があることから，メディアに対して，男女共同参画の正しい理解の普及や固定

的性別役割分担意識の解消に向けた積極的な取組と男女の人権に配慮した情報発信を行うよう

働きかけます。

　また，県や市町村の職員が男女共同参画を正しく理解し，男女共同参画の視点に立って適切

な広報活動を行うための研修等を実施します。

①メディアに対する男女の人権に配慮した表現等の要請

　メディアに対して，男女の人権に配慮し，男女共同参画の視点に立った報道が行われるよ

う働きかけます。

②公的広報・出版物等における男女共同参画の視点に立った表現への配慮

　公的広報・出版物等の表現が，性別に基づく固定観念にとらわれることなく，男女共同参

画の視点に立ったものになるよう，県・市町村職員を対象に研修会を実施するほか，県政広

報媒体の事前確認などを行います。

③メディア・リテラシー＊向上のための取組

　固定的性別役割分担意識の解消に向け，県民がメディアが提供する固定的な性別イメージ

を読み解くことの重要性を理解し，その力を付けるための講座の開催や広報啓発を行います。
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施策の方向及び概要 具体的施策 所管課・室
(1)男女共同参画の視点に立った制度や慣行の見直し

①男女共同参画の推進に
関する施策の総合的・
計画的実施

男女共同参画社会の形成に配慮した施策の策定・実施 男女共同参画室
関 係 各 課

男女共同参画基本計画に基づく施策の進行管理 男女共同参画室
関 係 各 課

②県民の意見を反映させ
た男女共同参画関連施
策の策定・実施

男女共同参画に関する県の施策に対する県民の申出への対応 男女共同参画室
関 係 各 課

③社会的性別（ジェンダ
ー）に配慮した相談体
制の充実

性別に起因する問題や悩みを抱える県民からの相談への対応 男女共同参画室
関 係 各 課

様々な相談窓口における相談対応
（かごしま子ども・若者総合相談センター，ハートピアかごしま，
精神保健福祉センター，児童相談所，女性相談センター，女性健
康支援センター，不妊専門相談センター，若者就職サポートセン
ター，総合教育センター，性犯罪被害110番，少年サポートセ
ンター等）

青少年男女共同参画課
障害福祉課
子ども福祉課
雇用労政課
義務教育課
少 年 課
捜査第一課
その他関係各課

(2)広報・啓発活動を通じた男女共同参画についての理解促進
①広報活動を通じた男

女共同参画に関する普
及・啓発

県政広報媒体を活用した男女共同参画の普及・啓発 広 報 課
男女共同参画室

②男女共同参画の理解を
深めるための普及・啓
発と情報提供

「男女共同参画週間」を中心とした普及・啓発 男女共同参画室
県男女共同参画センターにおける各種講座の開催と図書等の閲覧・
貸出 男女共同参画室

人権に対する正しい理解促進のための普及・啓発 人権同和対策課

③県及び市町村職員の男
女共同参画に関する理
解促進

職場研修の実施 男女共同参画室
全 所 属

自治研修センターにおける研修の実施 行政管理室
男女共同参画行政担当者を対象とした研修の実施 男女共同参画室
市町村職員研修への講師派遣 男女共同参画室

(3)男女共同参画に関する調査研究，情報収集・提供の充実

①男女共同参画の現状
等に関する情報等の収
集・提供

「かごしま男女共同参画の状況」（年次報告書）の作成 男女共同参画室
県男女共同参画センター等における各種情報の収集・提供 男女共同参画室
男女共同参画に関する県民意識調査の実施 男女共同参画室

②調査や統計における男
女別等統計（ジェンダー
統計）の充実

各種調査における性別によるデータの集計・分析及び結果の施策
への反映

男女共同参画室
関 係 各 課

(4)メディアにおける男女共同参画の推進とメディア・リテラシーの向上
①メディアに対する男女

の人権に配慮した表現
等の要請

メディアに対する協力要請 男女共同参画室

②公的広報・出版物等に
おける男女共同参画の
視点に立った表現への
配慮

県・市町村職員を対象とした男女共同参画の視点を踏まえた公的
広報についての研修の実施

広 報 課
男女共同参画室

男女共同参画の視点を踏まえた広報・出版物等の作成 男女共同参画室

③メディア・リテラシー
の向上のための取組 メディア・リテラシー向上のための講座の開催及び広報・啓発 男女共同参画室

重点目標 1　男女共同参画社会の形成を阻害する社会制度・慣行の見直し，意識の改革
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第３章　計画の内容

［現状と課題］

　男女共同参画社会＊の形成を促進するための基礎となるのが，教育・学習です。

　平成 23 年の県民意識調査においても，「男女共同参画社会を形成していくために県が力

をいれるべきこと」として，約半数の人が，「子どもの頃からの男女平等等についての学習

の充実」をあげ，「学校や家庭での男女の人権に係わる啓発の推進」や「生涯学習の場にお

ける男女平等等の学習の充実」をあげた人も多くなっています。

　なお，この調査では，「社会通念・慣習・しきたりなど」で約７割，「家庭の中」「職場の中」

「地域社会の中」で約５割の人が，男女の地位に不平等を感じている一方，「男性は仕事，女

性は家庭」という考え方を半数以上の人が肯定的に捉え，依然として固定的性別役割分担意

識＊が根強いことを示す結果が出ています。

　この調査結果は，性別による不平等の背景に固定的性別役割分担意識があり，男女共同参

画社会の形成を阻害する要因になっているという認識が，十分に浸透していない本県の現状

を明らかにしています。

　このようなことから，学校，家庭，地域，職場等が相互に連携し，固定的性別役割分担意

識を解消し，人権尊重を基盤にした男女平等意識の形成と男女共同参画についての理解の深

化を図るための教育・学習に取り組み，その理解を社会全体に広げる必要があります。

　特に，これまで当事者意識を持って主体的に男女共同参画についての学習に参加する機会

が少なかった男性や子ども，若年層を対象にした積極的な取組が必要です。中でも，子ども

たちを対象とした学校教育や家庭教育におけるこれらの取組は，子どもたちの自己肯定感や

自己尊重感を育むとともに，将来を見据えた自己形成につながることから，男女共同参画の

視点に立った総合的なキャリア教育＊と併せて進めていくことが重要です。

　また，男女が主体的に多様な生き方や働き方を選択できるように，ライフスタイルに応じ

たきめ細やかな支援を行うとともに，これまで性別による社会的制約等により男性に比べて

能力を生かす機会が少なかった女性のエンパワメント＊を促進する必要があります。

男女共同参画を正しく理解し，社会のあらゆる
分野において推進する教育・学習の充実

重点目標

２
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0 10 20 30 40 50

子どもの頃から，男女の平等や相互の
理解・協力についての学習を充実させる

職場における労働時間短縮や育児・介護休業制度の普及
促進など，仕事と家庭が両立できる就労環境づくりを進める

保育の施設・サービスや，高齢者や病人の
施設や介護サービスを充実させる

女性に対する暴力（セクハラやDVなど）の防止や被害者支援に取り組む

学校や家庭で，男女の人権に関わる啓発を進める

生涯学習の場における男女の平等や相互の
理解・協力についての学習を充実させる

職場における男女の均等な取り扱いについて周知徹底を行う

男女共同参画に関する情報提供や交流・相談・
学習・研修などを行う施設を充実させる

広報誌やパンフレットなどで，男女の平等や
相互の理解・協力についてPRする

女性の就業支援のため，就業情報の提供や職業訓練を充実させる

市町村との連携の推進

政策方針決定の場への女性の参画を進める

地域・企業等における男女共同参画の推進役となる人材を育成する

県の施策に係る計画等の見直しを行う

NPO等民間団体の連携を支援する

男女共同参画の視点を踏まえた地域活動について，表彰などを行う

その他

特にない

わからない

無回答

49.4

33.9

30.0

18.5

15.8

15.1

9.9

9.4

8.3

8.3

7.6

6.1

4.6

4.4

2.0

1.3

1.1

3.2

7.6

5.3

（%）

● 男女共同参画社会を形成していくために県が力を入れるべきこと（３つ以内回答）〔本県〕

資料：「平成 23 年度鹿児島の男女の意識に関する調査」

60 6040 4020 200 080 80100 100（%） （%）

S60

H７

H17

H22

H23

【男性】【女性】

社会科学
人文科学
工学
理学・農学等
薬学・看護学等
教育
その他等

（備考）１.文部科学省「学校基本調査」より作成
 ２.理学・農学等は「理学」，「農学」，「医学・歯学」，その他等は「家政」，「芸術」，「その他」の合計

16.1

12.4

15.3

17.7

17.9

16.9

11.0

8.6

9.2

9.3

35.4

32.7

26.9

24.0

23.3

15.1

26.0

29.2

26.8

26.2

46.1

47.0

43.4

40.8

40.1

25.3

27.0

25.9

24.1

23.7

12.3

10.0

9.9

10.0

10.0

● 専攻分野別に見た学生数（大学（学部））の推移〔本県〕

資料：内閣府「平成 24 年度男女共同参画白書」
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第３章　計画の内容

⑴ 学校等における人権尊重と男女平等を推進する教育の充実
　教育に携わる人の男女共同参画意識は，子どもたちをはじめ教育を受けている人のその意識

に大きな影響を及ぼすことから，教育関係者を対象に男女共同参画を正しく理解し，教育現場

で男女共同参画の視点に立った教育を推進するための研修等を実施します。

　また，一人ひとりが，人権尊重と男女平等の理念を理解し，自ら人権の主体として自尊感情

を持って，その理念が実践できるよう，教育・学習の一層の充実を図ります。

①教育関係者が男女共同参画を正しく理解するための研修等の取組の促進

　教職員（幼稚園教諭を含む。）や保育士等を対象に，男女共同参画の理念を理解するための

研修等を実施します。

②学校教育活動全体を通した人権尊重と男女平等を推進する取組の充実

　各教科や道徳，特別活動などの学校教育活動や学校の運営全体が，人権尊重と男女平等の

理念のもとに行われるための取組を推進します。

⑵ 家庭や地域における男女共同参画の理解促進
　地域や家庭において，固定的性別役割分担意識を解消し，人権尊重を基盤にした男女平等感

の形成を図り，多様な生き方を可能にするため，教育・学習の推進を図ります。

　また，人権への意識の芽生えを育む家庭教育の重要性を考慮し，子どもと大人が共に男女共

同参画意識の醸成を図れるよう，多様な学びの場づくりを進めます。

①地域社会における男女共同参画に関する学習機会の提供

　県男女共同参画センター＊において各種講座を開催するとともに，各種団体等が開催する

セミナーへ講師を派遣するなど，地域における男女共同参画に関する学習機会を充実します。

　なお，託児サポーターの活用等により一時保育を実施し，育児中の県民の学習を支援します。

②社会教育における男女共同参画に関する教育・学習の推進

　社会教育において，固定的性別役割分担意識を解消し，男女共同参画意識を醸成するため

の学習機会を提供するとともに，様々な学習に男女共同参画の視点を立てることを推進し

ます。そのような学習には，女性のみならず男性の積極的な参加を促します。

　

③男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進と相談体制の充実

　男女共同参画の視点を踏まえた家庭教育に関する学習機会と子育てに悩みを抱える保護者

等に対する相談体制の充実を図ります。

施策の方向と概要
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⑶ 多様な選択を可能にする教育及び能力開発・学習機会の充実
　固定的性別役割分担意識にとらわれず，男女ともに，自らの個性と能力を発揮して主体的な

生き方を選択できるよう，男女共同参画の視点に立ったキャリア教育を含む生涯学習・能力開

発を推進します。

　特に，女性は，妊娠，出産，育児，介護等のライフイベントに左右されて，主体的に長期的

な人生設計を描きにくいことから，その多様化した学習需要に応え，エンパワメントに寄与す

るため，生涯にわたって学習することができ，社会参画してその成果を適切に生かすことがで

きる機会の提供や施策の充実を図ります。

①男女共同参画の視点に立った総合的なキャリア教育の推進と進路・就職指導の充実

　男女共同参画の視点に立った子どもの頃からの総合的なキャリア教育を推進します。

　その際，社会・経済・雇用などの基本的な仕組みや労働者としての権利・義務，仕事と生

活の調和（ワーク・ライフ・バランス＊）の重要性について，理解の促進を図ります。

　また，児童生徒一人ひとりが自らの生き方を考え，性別にとらわれることなく，主体的に

進路や職業を選択する能力・態度を身に付けるよう，進路指導や職場体験・インターンシッ

プなどの体験活動を推進します。

②生涯にわたる学習機会の充実と能力開発の促進

　男女が人生のそれぞれの段階で多様な生き方を選択できるよう，時代に即応した様々な生

涯学習の機会を提供します。

　また，女性が長期的な視点で自らのライフプランニングを行い，能力を発揮できるよう，

学習機会の提供を促進します。
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第３章　計画の内容

施策の方向及び概要 具体的施策 所管課・室

(1)学校等における人権尊重と男女平等を推進する教育の充実

①教育関係者が男女共
同参画を正しく理解
するための研修等の
取組の促進

教職員（幼稚園教諭を含む。）に対する男女共同参画に関する研
修の実施

男女共同参画室 
教 職 員 課
義務教育課

保育士に対する男女共同参画に関する学習機会の提供 青少年男女共同参画課

②学校教育活動全体を
通した人権尊重と男
女平等を推進する取
組の充実

県立短期大学における人権・男女共同参画に関する教育の実践 学事法制課

生徒や教職員，保護者を対象とした出前講座やセミナーの開催 男女共同参画室

男女共同参画の視点に立った道徳教育及び人権教育の研究・実
践

義務教育課
人権同和教育課

教職員を対象とした人権・男女平等教育に関する研修の実施 人権同和教育課

(2)家庭や地域における男女共同参画の理解促進

①地域社会における男
女共同参画に関する
学習機会の提供

男女共同参画に関する各種講座の開催や各地の各種団体等が開
催するセミナーへの講師派遣 男女共同参画室

②社会教育における男
女共同参画に関する
教育・学習の推進

社会教育における人権や男女共同参画に関する学習・啓発活動
の推進 社会教育課

学校，家庭，地域の連携による人権や男女共同参画に関する教
育の推進 人権同和教育課

③男女共同参画の視点
に立った家庭教育の
推進と相談体制の充
実

家庭教育関係者の男女共同参画の理解促進と家庭教育に係る相
談の充実 社会教育課

保護者等に対する男女共同参画の理解促進のための学習機会の
提供 男女共同参画室

(3)多様な選択を可能にする教育及び能力開発・学習機会の充実

①男女共同参画の視
点に立った総合的な
キャリア教育の推進
と進路・就職指導の
充実

生徒・学生の主体的な進路選択能力の育成 義務教育課
高校教育課

多様な職業選択を推進する指導とそのための教育関係者に対す
る研修会等の実施

義務教育課
高校教育課

職場体験やインターンシップの機会の提供 義務教育課
高校教育課

女子学生・生徒の理工系分野への進学促進 義務教育課
高校教育課

②生涯にわたる学習機
会の充実と能力開発
の促進

男女のニーズに対応する学習や能力開発の機会の提供 男女共同参画室
社会教育課

重点目標2　男女共同参画を正しく理解し，社会のあらゆる分野において推進する教育・学習の充実
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［現状と課題］

　男女共同参画社会＊の形成に当たっては，心身の健康に関する取組は重要です。

　男女がそれぞれの性に関わる身体的特徴に理解を深め，心身及びその健康についての正し

い知識と情報を入手することにより，主体的に行動し，健康を享受できるよう支援すること

が必要です。その際，女性は，妊娠や出産の可能性もあるなど，生涯を通じて男女は異なる

健康上の問題に直面することについて，十分な配慮が必要です。

　しかしながら，若年層を中心とした望まない妊娠や性感染症の実態の背景には，性に関す

る正しい知識や情報の不足のほか，女性による性についての主体的な判断と行動を阻む社会

的性別（ジェンダー＊）があり，それに起因する性的暴力の要因となっていることもあります。

　そのため，女性が，生涯安心した性生活をはじめ，健康な生活を営むことができるよう，「リ

プロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）＊についての県民への意

識の浸透を図るとともに，女性の生涯を通じた健康を支援するための総合的な取組が必要で

す。

　一方，本県の自殺者の約 7 割が男性であり，その約 6 割を 40 ～ 64 歳が占めています。

この背景には，職場で長時間労働を強いられていたり，家庭で経済的責任を負っている男性

の姿があり，男性自身が「男性としてのあるべき姿」に縛られ，悩みや問題を一人で抱え

込み，精神的に孤立している状況があります。このため，男女共同参画の視点を踏まえ，自

殺予防も視野に入れた心身の健康支援や中高年男性への意識啓発活動を進める必要がありま

す。

生涯を通じた男女の健康の保持・増進重点目標

３
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資料：厚生労働省提供データ（H24.10.19）
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第３章　計画の内容

⑴ 生涯を通じた男女の健康支援
　一人ひとりが，生涯を通じて，その健康状態に応じて適切に自己管理を行うために，心身及

びその健康についての正しい知識を普及し，相談体制，健(検)診体制を充実させるとともに，

性別に配慮した医療や健康支援を推進します。

　その場合，女性については，思春期，妊娠・出産期，更年期，高齢期等人生の各段階に応じ

た適切な健康の保持・増進を支援します。

　また，男性は女性に比べて肥満，喫煙，飲酒等の健康指標が悪く，30代，40代を中心に長

時間労働者が多い状況等を踏まえ，「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス＊）に関す

る広報・啓発活動を含め，男性の生涯を通じた健康づくりを支援する取組を推進します。

①心身及びその健康についての正しい知識の普及と情報提供

　男女が生涯を通じて，その健康状態に応じて適切に自己管理を行うことができるよう，健

康づくりに関する情報や健康相談等の機会を提供します。

　特に，女性は妊娠や出産をする可能性もあり，生涯を通じて男性とは異なる健康上の問題

に直面することについて，男性を含め広く社会全体の認識を高め，積極的な問題対応の取組

が行われるよう気運の醸成を図ります。

　また，健康に関する男女別データの収集に努め，健康支援に活用します。

②男女の身体的違いやニーズを踏まえた健康づくりの支援

　男女の身体的違いに配慮するとともに，男性は女性よりも肥満者や喫煙・飲酒する人の割

合が高かったり，自身が思う男性としてのあるべき姿に縛られて悩みや問題を一人で抱え

込み，精神面で孤立しやすいことなどの男女の生活習慣や意識，就労・生活環境の違い

も踏まえ，生活習慣病の予防・改善やメンタルヘルスケアの普及啓発，相談体制及び医療体

制の充実を図ります。

施策の方向と概要
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● 年代別自殺者数の推移〔本県〕

資料：厚生労働省「人口動態調査」
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③性別や男女のニーズに応じた医療，健(検)診及び相談の環境整備

　性別に応じた的確な医療や健康支援を受けられるよう普及啓発を図ります。

　また，女性特有のがんである乳がんや子宮がんの早期発見・予防のための普及啓発や，が

ん検診受診率の向上に取り組むとともに，女性が受診及び相談しやすい環境を確保するため，

「女性にやさしい医療機関」や「女性の健康サポート薬局」の拡充に取り組みます。

　特定健康診査・特定保健指導については，健診結果に関する男女別の評価を行うことに

より，きめ細かな施策の推進を図ります。

④食育の推進

　食生活やこれを取り巻く環境が急激に変化する中で，栄養の偏りや食習慣の乱れがみられ，

健康への影響が懸念されていることから，性別にかかわらず誰もが，食に関する知識と食を選

択する力を習得し，健全な食生活を実践する能力を育むため，食育に関する施策を推進します。

　その際，若い女性のやせすぎや貧血，中高年の肥満の予防，男性の家事や健康管理の能力

向上にも配慮します。

⑵ 妊娠・出産等に関する健康支援と性に関する正しい理解の促進
　女性がどの地域においても安心・安全に妊娠・出産ができるために，医療体制の整備や経済

的支援の充実を図ります。

　また，妊娠・出産等性と生殖に係る相談や教育に携わる医療・教育関係者等は，男女共同参

画の正しい理解のもと，「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）

の重要性について，県民への理解の浸透に取り組みます。

　特に，学校においては，男女共同参画の視点を踏まえ，望まない妊娠を防ぐという観点

からも，子どもたちが性について正しく理解し適切な行動を取ることことができるよう，家庭・

地域と連携し，発達段階に応じた性教育を実施します。その際，性に関する商業的な情報や不

正確な情報にまどわされないよう，情報を主体的に読み解くメディア・リテラシー＊向上のため

の教育や，性的暴力を防止し男女の対等な関係を築くための人権教育を併せて行います。

①妊娠・出産期における健康管理の充実

　市町村とともに，妊婦等に対して早期の妊娠届出を促すことなどにより，妊娠・出産期の

健康管理の充実を図ります。

②周産期医療や救急医療体制，小児医療体制の充実

　周産期については，日常生活圏において健康診査，保健指導・相談，医療援護等の医療サー

ビスの提供等が一貫して受けられるよう，地域における周産期医療＊の中核となる総合周産期母

子医療センター＊及びそれを支える地域周産期母子医療センター＊等への支援，周産期医療に携

わる医師・助産師等の養成・確保，救急搬送受入体制の確保を図るなどの取組を一層推進します。
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第３章　計画の内容

　なお，ハイリスク母子に対しては，訪問指導等による相談支援や女性健康支援センター＊

等における相談援助体制の充実を図ります。

　また，休日・夜間も含め，小児救急患者の受入れができる体制の整備を図ります。

③不妊治療に関する支援の充実

　高額の医療費がかかる不妊治療（体外受精，顕微授精）については，経済的負担の軽減を図

るため，それに要する費用に対する助成を行います。

　また，男女からの不妊に関する医学的な相談や不妊による心の悩みの相談等に「リプロダ

クティブ・ヘルス／ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）の視点も踏まえて対応するなど，

不妊専門相談センター＊における不妊治療に関する情報提供や相談体制の充実を図ります。

④性に関する正しい知識の普及

　子どもたちが，性に関して正しい知識を身に付け，適切な行動を取ることができると

ともに，自己を含め一人ひとりの生命と人権を尊重し，相手を思いやり，対等で良好な人間

関係を築いていくことができるよう，学校が，家庭や地域と連携し，保健所等と協力して，

学校教育活動全体を通じて人権と男女共同参画の視点に立った性教育に取り組みます。

⑶ 性感染症，薬物乱用，喫煙・飲酒対策の推進
　エイズ等の性感染症は，誰もが感染する可能性があることから，若年男女を中心に，予防か

ら治療までの総合的な対策を推進します。

　また，薬物乱用は本人の心身の健康をむしばむのみならず，家庭崩壊や犯罪の原因になりか

ねない行為であることから，対策の強化を図ります。

　さらに，喫煙や飲酒の健康への影響について情報提供に努めるとともに，受動喫煙防止対策

を推進します。

①性感染症の予防から治療までの総合的対策の推進

　性感染症の予防に関する正しい知識を身に付け，適切な行動ができるよう，学校における教

育や地域における啓発活動を推進するとともに，エイズの相談，検査，医療体制の充実を図ります。

　

②薬物乱用防止対策の推進

　薬物乱用を許さない社会環境を形成するため，薬物の供給及び乱用者の取締りに努めます。

　また，薬物乱用の影響に関する正しい知識を広く県民に普及するとともに，学校における

薬物乱用防止教育の充実を図ります。

③喫煙・飲酒対策の推進

　喫煙，飲酒について，その健康被害に関する正確な情報の提供を行います。
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　特に女性については，喫煙や過度の飲酒が胎児や生殖機能に影響を及ぼすことなど十分な

情報提供に努めるとともに，未成年者の喫煙，飲酒については，家庭，学校，地域が一体

となってその予防に取り組みます。

　また，職場や公共の場所における受動喫煙防止対策の普及促進を図ります。

⑷ 女性の医療関係者が能力を発揮しやすい環境の整備
　女性の生涯を通じた健康支援のニーズに対応するために，医療体制の充実とともに，医療分

野における女性の参画を拡大することが必要です。そのため，医療関係者が仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）を確保できる環境を整備し，女性の医師等が働き続けられ，能力

を発揮できるよう，就業継続や再就業を支援します。

①医療分野における女性の就業継続・再就業の支援

　医療関係者の就業継続や再就業を促進するため，保育所の充実や求人情報及び研修機会の

提供による離職後の復帰支援を推進し，女性の医師等医療関係者が能力を発揮しやすい環境

を整備します。

　

②医療関係者の仕事と生活の両立支援

　育児中の医療関係者のニーズにきめ細かく対応できるよう，病院内保育所や事業所内託児

施設への助成制度を充実するなど，仕事と生活の両立支援に関する取組を促進します。

⑸ 健康づくりのための生涯にわたるスポーツ活動の推進
　生涯を通じて心身ともに健康で活力ある生活を送るため，性別，年齢，障害の有無等にかか

わらず全ての人がスポーツを行うことができる環境整備を行います。

　なお，平成18年に県が実施した調査によると，運動習慣のある人の割合は，男性では30

代と40代，女性では20代と30代が低く，特にこの世代の女性は同世代の男性に比べて低く

なっていることから，労働実態や家庭環境に配慮して，スポーツ活動の参加促進を図ります。

　また，スポーツ活動における女性の参画拡大を図ります。

①男女を問わずスポーツに親しむことができる環境整備

　コミュニティスポーツクラブ＊の全県展開を推進するなど，地域において，男女を問わずス

ポーツに親しむことができる環境を整備します。

②スポーツ活動における女性の参画の拡大

　地域の実態や住民のニーズに応じたスポーツに関する指導ができる女性の人材の養成・活

用を支援します。
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第３章　計画の内容

施策の方向及び概要 具体的施策 所管課・室

(1)生涯を通じた男女の健康支援

①心身及びその健康に
ついての正しい知識
の普及と情報提供

健康に関する情報提供や健康相談等の実施 健康増進課

女性健康支援センター等で思春期から更年期にいたる女性に対
し，女性の健康に関する相談援助体制の整備 子ども福祉課

②男女の身体的違いや
ニーズを踏まえた健
康づくりの支援

健康づくりを支援する社会環境の整備 健康増進課

生活習慣病の予防・改善の取組 国保指導室
健康増進課

こころの健康づくりに関する普及・啓発，相談対応 健康増進課
障害福祉課

自殺防止のための総合的な取組 障害福祉課

③性別や男女のニーズ
に 応 じ た 医 療， 健
( 検 ) 診及び相談の
環境整備

女性が受診，相談しやすい医療機関等の拡充 健康増進課

がん検診の普及啓発と検診受診率向上の取組 健康増進課

④食育の推進 地域や学校等における食育の推進
健康増進課
農 政 課
保健体育課

(2)妊娠・出産等に関する健康支援と性に関する正しい理解の促進

①妊娠・出産期におけ
る健康管理の充実

妊婦健診の適正な受診と早期の妊娠届出の勧奨 子ども福祉課

妊娠・出産期における女性の健康管理の充実 子ども福祉課

早産及び低体重児出産予防のための取組 子ども福祉課

妊娠中・出産後の女性に対する協力施設における女性の利便性
の確保 障害福祉課

②周産期医療や救急医
療体制，小児医療体
制の充実

女性健康支援センター等での妊娠・出産に係る相談援助体制の
整備 子ども福祉課

周産期母子医療センターの整備，周産期医療に携わる人材の養
成・確保，緊急搬入受入体制の確保

保健医療福祉課
地域医療整備課
子ども福祉課

産科医療体制の充実 地域医療整備課
子ども福祉課

小児医療体制の充実 地域医療整備課

③不妊治療に関する支
援の充実

不妊治療に要する費用の助成 子ども福祉課

不妊治療に関する情報提供と相談体制の充実 子ども福祉課

④性に関する正しい知
識の普及

保健所による学校における健康教室等の実施 子ども福祉課

学校教育活動全体を通じた性に関する指導の実施 保健体育課

重点目標3　生涯を通じた男女の健康の保持・増進
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施策の方向及び概要 具体的施策 所管課・室

(3)性感染症，薬物乱用，喫煙・飲酒対策の推進

①性感染症の予防から
治療までの総合的対
策の推進

エイズの予防に関する啓発 健康増進課

エイズの相談，検査，医療体制の充実 健康増進課

学校における性感染症に関する教育の推進 保健体育課

②薬物乱用防止対策の
推進

薬物の供給遮断と乱用者の取締り 組織犯罪対策課

薬物乱用防止のための正しい知識の普及と相談の実施 薬 務 課

学校における薬物乱用防止のための教育の実践 保健体育課

③喫煙・飲酒対策の推
進

禁煙・受動喫煙防止対策の取組 健康増進課

喫煙・飲酒が健康に及ぼす影響に関する情報提供 健康増進課
薬 務 課

学校における喫煙・飲酒予防のための正しい知識の普及 保健体育課

(4)女性の医療関係者が能力を発揮しやすい環境の整備

①医療分野における女
性の就業継続・再就
業の支援

未就業看護職員の就業促進 保健医療福祉課

離職中の女性の医師の再就業促進 地域医療整備課

②医療関係者の仕事と
生活の両立支援 病院内保育所の充実 保健医療福祉課

(5)健康づくりのための生涯にわたるスポーツ活動の推進

①男女を問わずスポー
ツに親しむことがで
きる環境整備

地域における生涯スポーツ環境の整備 保健体育課

②スポーツ活動におけ
る女性の参画の拡大 女性のスポーツ指導者の養成・活用 保健体育課
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第３章　計画の内容

［現状と課題］

　すべての人には，安心，安全に暮らし，自分の生き方を自分で選び取り，人

生を豊かに生きる権利がありますが，その基本的な人権を侵害するものとして，様々な暴力

があります。

　そのうち，配偶者等からの暴力＊やストーカー行為，セクシュアル・ハラスメント＊，性

犯罪，人身取引＊等の暴力は，その被害者の多くは女性です。その背景には，女性に対する

差別や偏見があり，これらの暴力の根絶は，男女共同参画社会＊を形成する上での喫緊の課

題です。

　そのため，「配偶者暴力防止法＊」や「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保等に関する法律」（以下「男女雇用機会均等法＊」という。）におけるセクシュアル・ハラ

スメント防止規定，その他法制度に基づき，社会的な取組が進められてきたところです。

　しかしながら，暴力は依然として存在し，命に関わる重大事件も発生しており，被害者は，

心身ともに大きなダメージを受け，それによって，就業その他社会活動に困難を抱えていま

す。

　平成 23 年に実施した県民意識調査によると，配偶者等から身体的，精神的，性的暴力（注）

のいずれかを受けたことがある女性は，35.6％で前回調査（32.2％）から増加し，３人

に１人が被害を経験し，「何度もあった」が 5.6％から 15.3％に増加するなど，深刻化が

懸念されるところです。また，配偶者や交際相手等からの暴力を受けた経験のある女性の

28.6％は，「どこ（だれ）にも相談しなかった（できなかった）」と回答しており，暴力が

潜在化しやすい傾向にあります。

　なお，男児への性暴力など被害者が男性の場合もありますが，社会的理解や対応が不十分

なことから，問題が潜在化・深刻化する傾向にあります。

　こうしたことから，暴力の背景や構造について正しい理解を広め，啓発活動等を実施し，

暴力を許さない意識の醸成を図るとともに，相談員の人材育成等相談体制の充実をはじめ被

害者が相談しやすい環境づくりを進め，被害の潜在化を防止する必要があります。

　また，関係機関・団体との連携を強化し，被害者の立場に立った迅速かつ適切な対応に

努め，総合的で切れ目のない被害者支援を行う必要があります。

男女の人権を侵害するあらゆる暴力の根絶重点目標

４

（注）調査では，「なぐったり，けったり，物を投げつけたり，突き飛ばしたりするなどの身体に対する暴行」「人格を否定するよ

うな暴言や交友関係を細かく監視するなどの精神的な嫌がらせや自分もしくは自分の家族に危害を加えられるのではないか

と恐怖を感じるような脅迫」「いやがっているのに性的な行為の強要」の被害経験をそれぞれ尋ねています。
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⑴ 暴力の根絶に向けた社会基盤づくり
　暴力は，決して許されるものではないことから，暴力を生み出す社会構造や人々の意識に働

きかけ，暴力を許さない社会を実現するため，地域，職場，学校，家庭など社会のあらゆる分

野において，人権意識や男女平等意識を高める教育や啓発に取り組みます。

　また，暴力の形態に応じた防止策や被害者支援などの取組を総合的に推進します。

施策の方向と概要

0 20 40 60 80 100

無回答

4.4

5.5

3.5

まったくない

67.0

75.4

60.8

１，２度あった

17.9

14.7

20.4

何度もあった

10.7

4.5

15.3女性

男性

全体 28.6%

19.1%

35.6%

あった
計

（％）

様々な形態の暴力が相
まって支配が強化され，
社会の構造的問題や制
約の中で被害者はその
状況から抜け出すこと
が困難になるといった
暴力の本質と構造を表
しています。

社会的支援の不備

経済的自立の困難
性別役割分担の強制

世帯単位の諸制度

性別役割分担意識

子どもをめぐる
社会通念

結婚・家族に関する
社会通念

身体的暴力

身体的暴力

精神的
暴力

経済的
暴力

性的
暴力

子どもを
利用した
暴力

強要
脅迫
威嚇

社会的
隔離

過小評価
否認
責任転換

男性の
特権を
振りかざす

パワーと
コントロール
（力と支配）

● 配偶者等からの暴力被害経験〔本県〕

● 配偶者等からの暴力のパワーとコントロールの車輪

資料：「平成 23 年度 鹿児島の男女の意識に関する調査」

※「夫（恋人）からの暴力」調査研究会著「ドメ
スティック・バイオレンス」に掲載されている
図を著者の許可を得て加筆修正しています。
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第３章　計画の内容

①暴力を容認しない意識の醸成と環境づくり

　関係機関・団体と協働して広報・啓発活動を実施し，暴力は許さないという意識の醸成を

図ります。

　また，暴力の予防・防止の観点から，安全に関する情報を提供し，地域に密着した防犯活

動を促進します。

②子どもや若年層の間で起きる暴力を予防する啓発の推進

　子どもたちに対して，暴力は許さないという意識を持ち，一人ひとりの人権を尊重した対

等な人間関係を築くための学習機会を提供します。

　また，交際相手からの暴力＊を予防・防止するため，民間団体と協働して，教育関係者

や生徒・学生，保護者等を対象にした研修会の開催などに取り組みます。

③暴力被害者の総合的支援体制の整備

　暴力の形態に応じた被害者の相談対応の充実や，支援に向けた関係機関や民間団体との連

携・協力体制の強化を図ります。

　また，被害者を支援する機関や制度等に関する情報が必要な被害者に届くように，情報の

提供の充実に努めます。

④メディアにおける性・暴力表現への対応

　女性や子どもを性的ないしは暴力行為の対象として捉えたメディアにおける性暴力表現は，

それらの人権を侵害し，男女共同参画社会の形成を大きく阻害するものであり，暴力行為を

引き起こす要因となる可能性もあります。このため，青少年の人権意識の醸成や心身の成長

に及ぼす影響に配慮し，関係法令や県青少年保護育成条例等に基づき，取締りや規制による

是正等の取組を促進します。

⑵ 配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援の推進
　配偶者等からの暴力に対する社会の認識は，平成13年の「配偶者暴力防止法」の制定以降高

まったとはいえ，未だ十分ではなく，周囲や相談窓口における心無い言葉により被害者が更に

傷つけられてしまうこと（二次被害）もあります。このため，被害者の人権擁護の視点に立ち，

配偶者等からの暴力についての正しい理解を社会に浸透させるための啓発活動や暴力の防止に

取り組みます。

　また，相談員の人材育成等による相談体制の充実を図るとともに，配偶者暴力相談支援セ

ンター＊を中心に幅広い分野にわたる関係機関等が連携して，被害者の状況に応じた総合的な

支援策を推進します。
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①総合的施策の推進と関係機関・団体等との連携・協力体制の充実

　「鹿児島県配偶者暴力防止計画＊」に基づき，配偶者等からの暴力の防止及び被害者の支援

に総合的に取り組み，配偶者等からの暴力対策会議や地域別ネットワーク会議を活用して関

係機関・団体との連携強化を図ります。

　また，市町村において，地域の実情に応じた配偶者等からの暴力対策が積極的に行われる

よう，基本計画の策定や庁内連絡体制の整備等の取組を支援します。

②被害者の早期発見のための環境づくり

　地域において，日常生活でかかわりを持つ人々の間で，被害者を早期に発見し，適切な支

援に結びつけていくことができるよう，配偶者等からの暴力の現状や特性，被害者保護の制

度についての研修会の開催や情報提供等を行います。

③被害者の安全の確保

　身の安全を確保するため保護する必要がある被害者については，関係機関が連携協力して

一時保護施設への入所等の適切な保護に結びつけます。

　また，被害者の保護を行う関係機関においては，被害者が安心して心身の回復を図ること

ができるよう，サポート体制や加害者の追跡を想定した警備体制の充実を図ります。

　併せて，被害者の関係者や支援者の安全確保にも努めます。

④被害者の心身の健康回復と自立の支援

　被害者が心身の健康を回復するため，医療関係者や心理専門職と配偶者暴力相談支援セン

ター等が連携して，専門的ケアを行うほか，講座や自助グループを活用し，被害者自身が被

害経験を乗り越える力をつけ，あるいはその力を回復することを支援します。

　なお，警察及び司法や福祉，教育分野等の職務関係者には，被害者支援に必要な医学的な

基礎知識や心的ケアのスキルを習得する機会を提供します。

　また，被害者の自立した生活を促進するための就業，住宅の確保，保護命令制度や支援制

度の利用等を支援します。

⑤相談員等の養成による相談体制の充実

　相談機関等において，被害者の二次被害を防止し，適切な相談対応が行われるよう，研修

会やスーパービジョン＊を実施し，配偶者等からの暴力に対する深い理解と専門的な対応技術

を身につけた相談員等を養成します。

⑥家庭内の暴力により心理的外傷を受けた子どもへの支援

　子どもが育つ家庭環境に配偶者に対する暴力が存在することは，児童虐待にあたり，子ど

もの成長に深刻な影響を及ぼします。学校（幼稚園を含む。），保育所，保健・医療機関，福

祉事務所の職務関係者や周囲の様々な立場の人は，その環境にある子どもを早期に発見し，
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第３章　計画の内容

配偶者暴力相談支援センターや児童相談所によるケアにつなぐとともに，それら関係機関が

連携し，被害を受けている親子の安全確保や心身の回復等を支援します。

⑦交際相手からの暴力への対応

　交際相手からの暴力の被害者を発見しやすい立場にある教育関係者や保健医療関係者等を

対象に，交際相手からの暴力に関する理解を深め，若年層が相談しやすい環境づくりと相談

対応の充実を図るための研修等を実施し，被害者の早期発見と安全確保を含めた適切なケア

を行います。

⑧ストーカー行為等への厳正な対処等

　「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（ストーカー規制法）に規定するストーカー行為

等の被害者に対して，同法に基づく援助や各種被害防止策を的確に実施します。

　一方，同法に抵触する行為に対しては，警告，禁止命令等の行政措置や検挙措置等を徹底

します。

　また，関係機関が連携を強化して，被害者を支援します。

⑶ 性犯罪への対策の推進
　性犯罪は，被害者の尊厳を深く傷つけ，心身に大きなダメージを与える決して許されない行

為です。関係法令に基づき適切に対処するとともに，被害者の心情に配慮した適切な対応を推

進します。

①性犯罪への適切な対処と性犯罪防止のための環境づくり

　性犯罪については，適切に対処するとともに，被害者が安心して被害を届け出ることがで

きる環境を整備します。

　また，売買春等に関する関係法規の周知，性に関する情報の氾濫や性を売り物とする営業

などにおける不法なケースや卑猥な広告等の取締り・排除活動を推進し，性犯罪を防止

します。

　

②被害者への支援・配慮

　警察において，被害者の心情に配慮した事情聴取や情報提供，病院への付き添い等の支援

を行います。その際は，被害女性には女性の職員が対応するなど配慮するほか，産婦人科医

師や関係機関との連携により被害者の負担の軽減を図ります。

　また，被害者の対応に当たる職務関係者に対し，適切な対応を確保するための研修等を実

施します。
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⑷ 子どもに対する性的な暴力の根絶に向けた対策の推進
　子どもに対する性的な暴力（性的虐待を含む。）は，その尊厳を踏みにじる犯罪であり，子ど

もに深刻な身体的苦痛や被害をもたらすとともに，精神的にも深刻な影響を与え，その後の成

長発達に大きな傷跡を残すなど，本人，その家族をはじめとした関係者に重大な影響を及ぼし

ます。また，問題が潜在化しやすい傾向があります。

　その防止について，広く啓発するとともに，被害を受けている子どもの早期発見と適切な支

援を行うため，児童相談所，保健・医療機関，学校，民間団体等が連携・協力を図ります。

①被害を受けた子どもの早期発見・相談・支援

　性的な暴力の被害，特に身近な者からの被害については潜在化・深刻化しやすいことから，

学校や児童福祉施設など子どもに直接接する業務を行う施設において，子どもが相談しやす

い環境を整備し，性的な暴力の兆候を把握して，早期発見に努め，心身に被害を受けた子ど

ものプライバシーに十分配慮して，関係機関と連携した適切な支援を行います。

②児童ポルノ対策の推進

　児童ポルノは，児童への性的暴力を伴うばかりでなく，インターネット上に画像が流出す

ることにより，児童を性の対象とする風潮を助長する大きな要因となっています。

　児童の権利を守るため，警察関係機関により児童ポルノの製造や販売，インターネット上

への掲載といった事犯の取締りを推進し，児童ポルノの根絶に努めます。

③児童買春対策の推進

　児童買春は，その心身の成長に甚大な悪影響を及ぼすおそれがあることから，未然防止及

び再発防止に向け，関係法令に基づく取締りを推進するとともに，児童に対しては適切な支

援を行います。

⑸ 売買春・人身取引対策の推進
　売買春及び人身取引は重大な人権侵害であるという認識を広く県民に浸透させるとともに，

性の商品化を助長するような社会環境の改善，被害者の社会復帰等の支援を進めます。

　また，売買春の斡旋行為等の取締りを推進します。

①売買春対策の推進

　経済的，精神的に不安定な状態にある女性の相談対応等を通じて，売春をするおそれのあ

る女性を早期発見し売春を未然に防止するとともに，売買春にかかわった女性の保護等によ

り再び売春を行うことがないよう支援します。
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第３章　計画の内容

②人身取引対策の推進

　関係機関が連携し，関係法令に基づく売買春の斡旋行為等の取締りを推進します。

　また，外国人の女性や外国人労働者の中には，被害を訴えることができずにいる潜在的被

害者が存在することに配慮し，保護制度の広報・周知を図り，必要に応じて被害者の保護を

実施します。

⑹ セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進
　セクシュアル・ハラスメントは個人的問題として矮小化され，潜在化する傾向にあります。

職場や学校，地域等における男女の上下関係や力関係など男女が置かれている状況を背景とし

た社会の構造的問題であるという理解を広め，その防止対策や被害者支援などの取組を総合的

に推進します。

①雇用の場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の促進

　職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止が盛り込まれた男女雇用機会均等法及び同

法に基づいて定められた事業主が雇用管理上講ずべき措置の周知を図り，相談体制の充実を

図ります。

②教育の場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

　教育現場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策については，文部科学省「セクシュ

アル・ハラスメントの防止等に関する規定」に基づき，管理職等を対象とした研修の実施や

苦情処理体制の整備など防止の取組を推進します。

③社会におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

　医療機関や介護施設，地域などにおいても，セクシュアル・ハラスメントが起きているこ

とから，その根底にある差別意識の解消に向けた啓発を進めます。
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施策の方向及び概要 具体的施策 所管課･室

(1)暴力の根絶に向けた社会基盤づくり

①暴力を容認しない意
識の醸成と環境づく
り

「女性に対する暴力をなくす運動」を中心とした広報・啓発 男女共同参画室

子どもに対する暴力の根絶に向けた広報・啓発 子ども福祉課

有害環境浄化活動の強化による少年非行・犯罪被害防止対策の
推進 少 年 課

安全確保や犯罪防止を図るための情報提供 生活安全企画課

メディア・リテラシー向上のための取組推進 男女共同参画室

②子どもや若年層の間
で起きる暴力を予防
する啓発の推進

デートＤＶ防止のための予防啓発 男女共同参画室

子どもや若年層への暴力予防啓発の取組 男女共同参画室

暴力を許さない人権教育の推進 人権同和教育課

③暴力被害者の総合的
支援体制の整備

犯罪被害者に対する相談対応，カウンセリング，経済的支援 被害者支援室

警察安全相談業務の強化 相談広報課

④メディアにおける性・
暴力表現への対応

わいせつな情報・広告物等への厳正な対処 生活環境課

有害図書，有害情報に対する対策の推進 青少年男女共同参画課

業界による自主規制等の取組促進 青少年男女共同参画課

(2) 配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援の推進

①総合的施策の推進と
関係機関・団体等と
の連携・協力体制の
充実

「鹿児島県配偶者暴力防止計画」に基づく総合的な施策の推進 男女共同参画室

市町村における配偶者等からの暴力対策の取組の支援 男女共同参画室

「配偶者等からの暴力対策会議」や「地域別ネットワーク会議」等
による関係機関・団体との連携強化 男女共同参画室

各警察署における「配偶者暴力事案相談業務等に係る関係機関
連絡会議」による関係機関との連携強化 生活安全企画課

②被害者の早期発見の
ための環境づくり

地域における配偶者等からの暴力についての啓発や情報提供 男女共同参画室

民生委員・児童委員，人権擁護委員，育児・介護サービス提供
者による早期発見・対応

男女共同参画室
子ども福祉課 
社会福祉課

保健・医療機関，学校（幼稚園を含む。），保育所等における早
期発見・対応 男女共同参画室

配偶者暴力防止法に基づく通報及び児童虐待防止法に基づく通
告制度の広報

男女共同参画室
子ども福祉課

③被害者の安全の確保

被害者の保護及び再発防止 生活安全企画課

一時保護所等における保護の実施 子ども福祉課

配偶者暴力相談支援センター及び警察における被害者に対する
保護命令制度等安全確保のための各種制度の情報提供と利用支
援

男女共同参画室
子ども福祉課
生活安全企画課

重点目標4　男女の人権を侵害するあらゆる暴力の根絶
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第３章　計画の内容

施策の方向及び概要 具体的施策 所管課･室

④被害者の心身の健康
回復と自立の支援

配偶者暴力相談支援センターにおける相談対応，情報提供及び
助言等による自立支援（就業促進，住宅確保，各種支援措置制
度の活用，子どもの就学等）

男女共同参画室
子ども福祉課

女性相談センターにおける心理学的な援助 子ども福祉課

男女共同参画センターにおける法律的・医学的援助と自助グルー
プの育成・支援 男女共同参画室

県営住宅への優先入居の実施及び市町村営住宅への優先入居・
目的外使用の実施の促進 住宅政策室

就職時及び住宅等賃貸時の身元保証 子ども福祉課

⑤相談員等の養成によ
る相談体制の充実

配偶者暴力相談支援センターや市町村，民間団体の支援関係者
を対象とした研修の実施 男女共同参画室

男女共同参画センター相談員に対するスーパービジョンの実施 男女共同参画室

婦人相談員等に対する研修の実施 子ども福祉課

⑥家庭内の暴力により
心理的外傷を受けた
子どもへの支援

児童相談所における子どもへの支援 子ども福祉課

配偶者暴力相談支援センターにおける子どもの対応 男女共同参画室
子ども福祉課

学校等における子どもに対する対応 義務教育課
高校教育課

⑦交際相手からの暴力
への対応

配偶者暴力相談支援センターにおける相談対応 男女共同参画室
子ども福祉課

教職員等に対する研修の実施 男女共同参画室

警察による相談対応，被害発生の防止 生活安全企画課

同世代の相談を受けるピアサポーターの養成及びピアカウンセリ
ングの実施 男女共同参画室

⑧ストーカー行為等へ
の厳正な対処等 警察における被害の発生防止の措置 生活安全企画課

(3)性犯罪への対策の推進

①性犯罪への適切な対
処と性犯罪防止のた
めの環境づくり

性犯罪事案への適切な対処 生活安全企画課
捜査第一課

性犯罪捜査体制の整備，性犯罪捜査指導官・性犯罪捜査指導係
の効果的運用と性犯罪捜査官の育成 捜査第一課

性犯罪の潜在化防止に向けた広報と安心して届出のできる環境
づくり

地 域 課
捜査第一課

性犯罪防止の広報・啓発 男女共同参画室
生活安全企画課
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施策の方向及び概要 具体的施策 所管課･室

②被害者への支援・配
慮

「性犯罪被害110番」等による相談対応の実施 捜査第一課

指定被害者支援要員による被害者の人権・心情に配慮した被害
者支援 被害者支援室

関係機関等における被害者の支援体制の整備の促進 男女共同参画室

検査・診察・カウンセリング等に要する費用の公費負担 被害者支援室

(4)子どもに対する性的な暴力の根絶に向けた対策の推進

①被害を受けた子ども
の早期発見・相談・
支援

関係機関の連携等による虐待の早期発見と早期対応の体制づく
り 子ども福祉課

被害を受けた子どもの相談・支援等 子ども福祉課

防犯・安全対策の強化 生活安全企画課

②児童ポルノ対策の推
進

児童ポルノ事案への適切な対処 少 年 課

児童ポルノ事案の被害防止対策の推進 少 年 課

メディアによる子どもに対する性・暴力表現の流通・閲覧等に
関する対策 青少年男女共同参画課

③児童買春対策の推進

児童買春事案への適切な対処 少 年 課

児童買春事案の被害防止対策の推進 少 年 課

被害児童生徒に対する適切な対応 義務教育課
高校教育課

援助交際及び出会い系サイト等の利用防止のための教育，啓発
活動の推進

青少年男女共同参画課
義務教育課
高校教育課

(5)売買春・人身取引対策の推進

①売買春対策の推進
売買春事案への適切な対処 生活環境課

売買春からの女性の保護，社会復帰支援 子ども福祉課

②人身取引対策の推進

人身取引事案への適切な対処 生活環境課

人身取引被害者の発見・保護，支援 子ども福祉課 
生活環境課

(6)セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

①雇用の場におけるセ
クシュアル・ハラス
メント防止対策の促
進

労働条件実態調査による企業のセクシュアル・ハラスメント対
策取組状況の把握・公表 雇用労政課

広報誌「労働かごしま」による法制度の普及・啓発 雇用労政課

企業を対象とした研修の実施 男女共同参画室

県職員を対象としたセクシュアル・ハラスメント防止研修の実
施と相談体制の整備

行政管理室
人 事 課

警察職員を対象としたセクシュアル・ハラスメント防止対策の
推進 警 務 課
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第３章　計画の内容

施策の方向及び概要 具体的施策 所管課･室

②教育の場におけるセ
クシュアル・ハラス
メント防止対策の推
進

教育関係者を対象としたセクシュアル・ハラスメント防止研修
の実施，再発防止及び被害者の相談・精神的ケア体制の整備等

教 職 員 課
人権同和教育課
義務教育課
高校教育課

③社会におけるセクシュ
アル・ハラスメント
防止対策の推進

研究・医療・社会福祉施設やスポーツ分野等におけるセクシュアル・
ハラスメント防止のための意識啓発等 男女共同参画室 




